
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算)))) 秋田県 大仙市秋田県 大仙市秋田県 大仙市秋田県 大仙市経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積標 準 財 政 規 模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 91,308866.6730,264,09349,378,94348,439,533869,807 人(H22.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位39/12839/12839/12839/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均90.190.190.190.1(%)110.0100.090.080.070.0 102.3102.3102.3102.376.276.276.276.291.891.891.891.893.093.093.093.093.593.593.593.592.192.192.192.188.688.688.688.6 H21H20H19H18H17 90.390.390.390.393.993.993.993.995.595.595.595.594.694.694.694.694.294.294.294.2 人件費人件費人件費人件費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位18/12818/12818/12818/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均26.726.726.726.7秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均26.526.526.526.5(%)50.040.030.020.010.0 39.039.039.039.018.018.018.018.027.327.327.327.328.328.328.328.329.229.229.229.229.529.529.529.529.429.429.429.4 H21H20H19H18H17 22.822.822.822.824.424.424.424.426.126.126.126.127.727.727.727.729.029.029.029.0 物件費物件費物件費物件費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位68/12868/12868/12868/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均13.013.013.013.0秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均12.612.612.612.6(%)30.025.020.015.010.05.00.0 23.423.423.423.45.45.45.45.412.212.212.212.212.312.312.312.312.412.412.412.412.312.312.312.313.113.113.113.1 H21H20H19H18H17 12.312.312.312.312.812.812.812.813.313.313.313.312.912.912.912.914.014.014.014.0 扶助費扶助費扶助費扶助費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位7/1287/1287/1287/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均9.69.69.69.6秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均7.37.37.37.3(%)16.014.012.010.08.06.04.02.0 14.214.214.214.24.34.34.34.37.97.97.97.97.97.97.97.97.87.87.87.87.77.77.77.75.95.95.95.9 H21H20H19H18H17 5.25.25.25.25.25.25.25.25.35.35.35.35.45.45.45.44.74.74.74.7 そのそのそのその他他他他 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位50/12850/12850/12850/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均12.112.112.112.1秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均12.612.612.612.6(%)30.025.020.015.010.05.0 24.624.624.624.67.57.57.57.513.513.513.513.512.912.912.912.912.412.412.412.411.811.811.811.810.310.310.310.3 H21H20H19H18H17 12.612.612.612.613.313.313.313.312.912.912.912.912.612.612.612.611.711.711.711.7
補助費等補助費等補助費等補助費等 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位97/12897/12897/12897/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.510.510.510.5秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均9.99.99.99.9(%)40.030.020.010.00.0 28.528.528.528.51.31.31.31.310.910.910.910.911.011.011.011.010.910.910.910.910.610.610.610.611.611.611.611.6 H21H20H19H18H17 15.315.315.315.315.015.015.015.014.014.014.014.013.913.913.913.913.313.313.313.3
公債費公債費公債費公債費 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位96/12896/12896/12896/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均19.919.919.919.9秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均21.221.221.221.2(%)40.030.020.010.00.0 30.230.230.230.27.37.37.37.320.020.020.020.020.620.620.620.620.820.820.820.820.220.220.220.218.318.318.318.3 H21H20H19H18H17 22.122.122.122.123.223.223.223.223.923.923.923.922.122.122.122.121.521.521.521.5

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 HHHH21212121類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位24/12824/12824/12824/128全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均71.971.971.971.9秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均68.968.968.968.9(%)100.090.080.070.060.050.040.0 88.188.188.188.154.454.454.454.471.871.871.871.872.472.472.472.472.772.772.772.771.971.971.971.970.370.370.370.3 H21H20H19H18H17 68.268.268.268.270.770.770.770.771.671.671.671.672.572.572.572.572.772.772.772.7経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
大仙市大仙市大仙市大仙市※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄【人件費】　人件費については、年々減少しており前年度より１．６ポイント、類似団体平均を４．５ポイント下回っている。これは、定員適正化計画に基づく職員数の減に起因しているが、今後も引き続き保育園・介護施設等の社会福祉施設の法人化を進めるほか、組織機構の抜本的な見直しによる適正な職員配置を行うなど、定員管理の適正化に努め、一層の人件費抑制を図っていく。【物件費】　物件費については、前年度より０．５ポイント改善しており、ほぼ類似団体平均である。今後も引き続き施設の維持管理経費等の縮減を図っていく他、指定管理制度への移行を含めた公共施設の見直し、学校の統廃合を進めながら予算の集約を図った上で、物件費の抑制に努める。【扶助費】　扶助費については、横ばいで推移しており、類似団体平均を２．７ポイント下回っている。今後は、経済不況による生活保護費の増加が見込まれることから、資格審査等の適正化や雇用確保に向けた施策を進めていく他、市単独扶助費の見直しを図りながら抑制を図っていく。【公債費】　公債費については、前年度から１．１ポイント改善しているが、合併前後の事業実施による市債発行額の増大により、類似団体平均を上回る数値となっている。実質公債費比率が１８％を超えたことにより、策定した公債費負担適正化計画に基づき比率の改善を図っていくことになるが、市債償還額については今後も極端な減少は見込めないことから、実施計画の見直しを行い、新規の起債発行額を抑制しながら、繰上償還や低利率への借り換え等により公債費の負担軽減を図っていく。【補助費等】　補助費等については、類似団体平均より４．４ポイント上回っている。主な要因としては、社会福祉施設の法人化移行に伴う補助金や、地域商品券助成事業費の増などが挙げられる。今後、市単独補助金については、補助金審査委員会の提言を踏まえ、事業の目的、必要性、効果等を再度精査し、廃止、縮小等の見直しを図っていく。【普通建設事業費】　前年度比較で５．８％増加したのは、ふれあい体育館の本体工事が本格化したことや、国の経済危機対策の地域活性化対策事業による工事の増などが起因している。今後は実施計画における各種事業の見直しを図りながら、市民ニーズを的確に踏まえた事業選択や、緊急性の乏しい事業について先送り等も検討し、普通建設事業費の抑制に努める。


